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第 4撤活費・貯蓄

日本人の生活は本当に豊かか?

l. ff 

戦後の沼本経済は笑覧GDP(調内総生産義)

の長期に渡る 2桁台の成長の世界史上初の初jで

ある。この悶覚ましい成長のおかけ伊で臼本は第

2次世界大畿の敗北から臨復L わずか数十年

の関に先進国の仲間入りを果たす ζ とができ

た。本摘の目的の…つは， 日本の指費者がとの

急速な範演成長のd盟主堅守皆どの軽度受け，彼らの

消饗・貯蓄の水準と構造がどのように変fとした

かを額際比較の観点から明らかにする ζ とであ

る。また，もう…つの目的は既得・補鞭・貯蓄

の国際比較を行なう際の問題点を明らかにする

ζ とである。

本稿の構成はJ;L下の通りである。第2節では

1986~87年の詩顛を例として取り上げ，国際比

較さと行なう際に為替レートで各国の数字を共通

に換算する ζ との危険性を明らかにす

3能では第2節から教誤を得て為替レー

トではなく，購買力平慨を用いて消費水準の額

際比較を行ない，第4識では消費構造一一特に

よじンケ守ル係数…ーの国際比較を荷なう。第5節

では家計許蓄率の国際比較を行ない，筋6節で

は結論を述べる。

本稿ぜそ過して比較の対象を世界ーの経済大闘

である米醗及びOECD(経詩語力偶発機構)に

加盟しているおの西側先進爵とする O

チャーノレズ・ユウジ・ホリオカ

{大阪大学)

2. 百本は本当に境界ーか

日本の 1 り所得はもうすで を按

き，散界ーになっているという主張がしばしば

なされるが，果たしてそうであろうか。との節

では， ζの点について検討するととにしたい。

表-1の第 1コラム，第2コラムはそれぞれ

トぞ米国ドノしに換算した場合の呂本の

1人当り GDP(臨内総生態)， 1人当り提間最

終消費支出の米国の水準に対する比率を1982~

87年の鱗関に関して示したものであるが，とれ

らの数字から分かるように，為替レート

ドノレに換算した場合の日本の 1人当り GDP，

1 人当り民関最終消費支出は1982~85年の関そ

れぞれ米国の水準の3分の会前後 6書籍前後に

遅ぎなかった。つまり， 日本と米露との問に依

然としてかなりのギャップがあった。

しかしながら， 1985年9丹のプラザ合意以来

月高傾向が謡、濯に選んで、おり，表-2が示して

いる漉札前の為替レートの年詞平均が1985年

には 1ドル=238.540開であったのに対し， 1986

年には 1ドル=168盤 520同， 1987年には 1ドノレ

お=144.640開であった。そして， ζの大幅な問

満傾向に伴川為替レートで米濁ドノレに換算し

た場合の日本の 1人当り GDPも1人当り民間

最終消費支出も急上昇した。例えば¥表一 1が

示Lているように 1人当り GDPは1986年に
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!IIII は米聞の水準の92.9%，1987年にはi可106.1対

L， 1987年には米患の水準を初めて上国っ

た。

しかしながら， 1987年の時点、でもスイスア

イスランド，ノルウェイ，デンマークの為替レー

トで米国ドルに換算した場合の 1人当担 GDP

は依黙として日本の水準を上関っており，

は米国を追い抜いたものの，まだ世界…にはな

っていなかった1)。その上 1人当りGDPより

も盟主誌の生活水壌をより正確に反映していると

考えられる 1人当り民需最終消鞭文出の為替レ

トで米冨ドんに換算した場合の日本の水準は

1986年には米国の水準の81.19話， 1987年には|司

92.09援に議したものの，米国の水準に

追いfすいて必らず，スイス，アイスランドの水

準にも追い付いていなかった。

しかも，より葉大な問題も存程する。も

繋カ平価が成り窓っていれば，為替レート

閣の数字を共通の通貨単誌に換算しても鍔の問

題もない。しかしながら，為饗レートが購撲力平

{函から端離していれば，為替レートで換算を行

なうとことによってバイアスが生じる九表-2

している通り， 1982~85年の期間に関しで

は購買力平彊がほぼ成り立っており，為替レー

トと購買力平穏との簡の格競は 1害UJ呉下であっ

た。従って， 1982""-85年の日本の数字を為薯レ

ートで米顕ドルに換算しても大をなパイアスは

生じない〈表-1の第 lコラムと第3コラム，

2コラムと第4コラムを比較されたい)。と

ころが， 1985年9足以捧の急閣な同高頭肉は購

資力平密の変化を反攻したもので、はなかったた

め為替レートと購買力平{阪との塑の絡鷲が拡大

L， 1987年には ζの絡控が購買力平{演の3分の

1近七為替レートの半分近くにものぼった

2参，顎)。そして，その結果為替レート

で日本の 1人当りGDP， 1人当り民間最終指

費支出を米臨ドノレに換算すると大寵な過大評価

(1986年には31%，1987年には48俗〉になって

しまう。

の通札為替レートで目立候の 1人当り

GDP， 1人当り設関最終消費支出を米国ドノレに

換算すると 1986~87年にはとれらの日米比率は

顕著な上昇傾向を示す。しかしながら，表-1

の第3コラム，第長コラムから分かるように，

鱗繋カ平慣で換算を行なうとどちらも上昇額肉

を見せず 1人当り GDPの日米比率は横道い

状態を示し， 1人当り民間綾終消費支出の日米比

率は緩やかな諌少額肉を示す。仕入さきり GDP

は1982年以来米国の水準の 7割強であり 1

り毘間最終消費支出は1982-昨年の関米擦

の水準の65%蔀設から62%前後まで下がってい

る。)つまり，瞬糞力平備で換算を行なうと，

臼本が米鵠に追い付かないだけではなく， B米

間のぞャッブの縮小さえも晃られない。従つ

表… 1 1人当り GDP，民間最終消言費支出の日米比較

為替レートで米殴 γんに li薄気力平価で米爵わしに

換算した場合 i 換算した場合

号

の

率

宇

治

p
比

打
い
人

D
米

l

G
け
岱

次年

(2) 

1人当り

民需要望量終

消事費支出の

日米比率

(3) (4) 

1人当号 I 1人当り

GDPの;災麹最終

日米上t移 l 消費支tf:lの

1 B米上ヒ盟事

1宮82 I 68. 1 61. 5 71. 9 6ι9 

1き83 I 69.3 62“6 71. 5 64.6 

1984 I 66. 6 60. 4 70. 3 吾3.8

1985 66. 2 58. 7 7L 2 63. 1 

1986 告2.9 81. 1 .71.詰 62.0

m87 i 106.1 I 事2.0 7工事 I 62.3 
単位法パーセント e

念韮ani詔 tionfor Economic C∞peration叩.dDeveloゅment，
E栂的柚註 ofEconomics 拍 dStatistics， National Acc.間縄

Volume I:M制 A郡部a由民 196M虫87(1989edition) (paris: 
OECD.1昔話号')，表21(pp.130.131)，幾24(pp' 132.133)，幾2(p.145)， 
表5(P.146)， 

表 2 ト，購窯カネf協の比較

為替レート l 購買力王子綴為瞥レートの餓絡水準の

年次 奇霊差指数段米比率

(l)/(2) 1 (2}/(1) 

1982 249.080 236 1.055 0.947 

1983 237.510 230 1. 033 0.968 

1984 237.520 225 1. 056 容.947

1985 238.540 222 1. 075 0.931 

1986 168.520 220 0.766 1. 305 

1987 144.640 214 0.67詰 1. 480 

イ鷹考}主毎号幸レートは王手間王手主主である。
出所}王n:ganisationfor Econo慌たCooperati叩 and民 velopment，

DeparbnentofEcono符ucs部 dStatistics， Nationa1 Accou協，

VoJ羽田 I:MainA線開'8?1陥:， 1受，0.1987(1989editio旦)(Paris: 
OECD， 1989)，雲量2;護老3(pp: 150.151)0 



1幸吉0.5 第4宝義

て， 1985年以緯の日本の 1人当り GDP， 1人

当 り民間最終7需要費支出の改善は統計上の錯覚に

過ぎず， I日本が米閣を追い抜いたJ，I悶本が

世界ーになったJというような主張は完全に誤

っているo

とのOiJによって為替レートを用

を行なうととの危険性が暁らかになったが，次

第ではとの教護11を生かし，為番レートではな

く，購糞力平舗を荊いで浩費水準の鑓際比較を

行なう ζ とにしたい。
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3.泊蓑水準の関際比較

との節では， 1960-87年 の 薪 時 に 関 し て

OECD加盟国の消費水織を比較し，国際比較の

観点から日本の消費水機の動向を検討すると k

にしたい。

表-3は，OECD1J日躍閣の 1人当り実費民間

最襲造費支出の水準及び平均年需変北率を示し

たものである。?誇費水準の単授は1980年基準の

米国ドノレであるが，各留の数字を当年のGDP

表-3 l人当り笑質民間最終消費支出の悶際比較

l人当り笑俊民間賞受終消費支出 l人おり実質民間最終消費支出の

E襲名
(1980年後殺の米劉ドル) 王子均年間変化率{パーセント)

1960年 1975~手 1987年 1960-75年 1975-87年 践的-87年

オーストラワア 3，206 (6) 4，559 (7) 5，401 (13) 2.38 (22) 1. 42 (16) 1. 95 (22) 

オーストリア 2，096 (18) 3，745 (18) 4，777 (18) 3.95 (7) 2.05 (8) 3.10 (10) 

ベノレ虫干… 2，581 (13) 4，352 (13) 5，550 (10) 3.55 (1む) 2.05 (8) 2.88 (12) 

カナダ 3，520 (4) 5，481 (3) 7，353 (2) 3.0告(16) 2.48 (5) 2.77 (13) 

デン?…ク 2，886 (9) 4，248 (15) 5，289 (16) 2.61 (19) 1.84 (14) 2‘27 (18) 
フィンランド 2，188 (17) 3，859 (17) 5，092 (1η 3.85 (8) 2.34 (6) 3.18 (8) 

フランス 2，447 (15) 4，528 (9) 5，698 (7) 4.19 (6) 1. 93 (12) 3.18 (8) 

夏草ドイツ 2，603 (12) 4，307 (14) 5，390 (14) 3.41 (12) 1. 89 (13) 2町 73(14) 

ギワシャ 1，209 (22) 2，詰5号(23) 3，123 (22) 5‘39 (4) 1.35 (17) 3.58 (4) 

アイスランド 2，782 (1告) 主義87(10) 7，258 (3) 3.24 (14) ι09 (1) 3.62 (3) 

アイルランド 1，844 (19) 2，783 (21) 3，200 (21) 2.78 (18) 1.17 (20) 2.06 (20) 

イタワア 2，247 (16) 生354(12) 5，514 (11) 4.51 (5) 1.きき (10) 3.38 (6) 

日本 1，290 (21) 3，736 (1号} 5，572 (き} 7.35 (1) 3.39 (2) 5.57 (1) 

Jレク-tンブルグ 2，900 (8) 4，733 (5) 6，355 (5) 3.32 (13) 2.49 (4) 2.き5(11) 

オラング 2，706 (11) 4，652 (6) 5，454 (12) 3.68 (9) 1. 33 (18) 2“63 (16) 

ジーランド 3，628 (3) 4，914 (4) 4，558 (19) 2.04 (23) -0.63 (24) 。85(24) 

ノ1レウェイ 2，516 (14) 3，994 (16) 5，961 (6) 3.13 (15) 3.39 (2) 3.25 (7) 

ボルトグル 1，103 (23) 2，741 (22) 3，046 (23) 6.25 (2) 0.88 (21) 3.83 (2) 

スペイン 1，592 (20) 3，632 (20) 4，036 (20) 5.65 (3) 。‘ 88(21) 3.51 (5) 

スウょに…テ￥ン 2，995 (7) 4，550 (8) 5，316 (15) 2.83 (17) 1. 31 (19) 2.15 (19) 

スイス え237 (2) 6，154 (2) 6，834 (4) 2.52 (20) 0.88 (21) 1. 79 (23) 

トノしコ 1，022 (24) 1，713 (24) 2，告79(24) 3‘50 (11) 1. 63 (15) 2.67 (15) 

イギワス 3，318 (5) 生483(11) 5舎651 (8) 2.金3(24) 1. 95 (11) 1.吉幸 (21) 

う転殴 4，739 (1) 6，818 (1) 8.941 (1) 2.45 (21) 2.2詰 (7) 2.38 (17) 

よ'L-:::{スラピア

事簡3革命)家計・対家計民間非営利間体的曜を終消費支出を含む。
き当年のGDPの購買力平価を用いて;IG闘の米国ドjレに換算し，米闘の民間数終t官望費支出の価格指数を用いて1980年事義援の米国ドノレに換
算した。
勝年ベースの数字である。偲し，オースト予 1)アの数字はさ当年め 7Fll日から翌翌年の6月30目までの期間に高唱する数字であり，ニュ
ージーランドの数字はさ長年グ)4)司 18から宝l'1f.の3Fl31 Bまでの鎖倒lこ関する数字である。
カァコ湾の数字;ま~IIH立を示すG
r__ 不2至。

ど己実誇}伐茸町立詔tionfor Econornic C∞併問tion組 dDeve1opment， Depa合間ntof Econornics and St説副.cs，Natio糊 lAcc側勿え Vo1wne1: 
Maiタ，Agg時 aお;1960-1終 7(1望書告必註on)(Paris: OECD， 1告89).1.悲し， 1告S鮮の主奪実力平鐸i溺望者事トグ)p.143iこ談司君きれている方法
によって事量定した。
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の購買力平締めを用いて名告の米国ドノレに換算

し，米関の畏間最終消費支出の極格指数を用い

て1980年器準の米霞ドJしに換算した。

ζの表から分かるように， 日本間設は言語度成

1次石油危機以絡の安定成長の態恵を受

け，より高い生活水準を享受することができ

た。 1980年基準の米国ドルに換算した場合の臼

本の 1人当り畏廃最務消費支出は1960年には

1290ドノレに過ぎなかったが， 1975年には3736ド

1..-， 1987年には5572ドルに漉してい

つまり，わずか27年嵩で4.3錨近くの伸び

を見せ，高震成長類に当る1960---75年の15年間

くの伸びを見役た。

ま丸一貫して苦設を占めてきた米関の水準

に対する日本の消費水準の比率も急上昇した。

高度成長期に当る1960-75年の轄に日米比率は

27%から55%~まで上昇し，わずか15年間で倍増

した。しかも， 1982年まではさらに上昇し， 65 

蕗に達した。前述の遥ち，その後は緩やかな誠

少傾向を示しているものの， 1987年の時点でも

629坂であったc

しかも，般のOECD加盟国と比較しても日本

の撰費水準の改普段顕著であった。 1960年に

は，日本における 1人当り民間最終消費支出は

ユーゴスラピアを除く 24のOECD加盟国の

21位に過ぎず， トルコ，ポルトガノレ，ギリシャ

だけを上回っていた。それが， 1975年までには十

アイルランドとスベインを抜いて19泣に上が

り， 1987年までにはさらにニ品一ジーランド，

オーストラア，フィンランド，デンマークヲス

ウェーデシ，西ドイツ，オ…ストラ Fア，オラ

ンダ， イタ Fア，ぺノレギ、…を抜いて 9栓によが

った。 1987年の時点、では，米国，カナダラアイ

スランド，スイスヲノレクセ y プルグ，ノルウェ

イ， フランス，イギリスだけが臼本を上面っ℃

いた。つまり，日本はわずか計年間で下から 4

番目からトップ・テンまでのし上がる ζ とがで

きたのである。

さらに， 日本の 1人当り実費民間最終消費支

出の上昇率も自党支 L¥ρものであった。高度成

長期に当る1960---75年の聞に日本の撰費水準は

平埼して錦年7.35%上昇し，ユーゴスラピアを

除く 24のOECD加盟醸のやで最も高い伸びを見

せた。 2殺のポJt--トガJレの平均上昇率は6.25%

であり，日本のそれを 1ポイント以上下回っ

た。

安定或長期に当る1975---87年の期間にま空いて

は， 日本の謂費水植は平喝して鵠年3.39%しか

上昇せず，上昇率は高度成長期に比べ半分以

下に下がってしまった。しかしながら，それで

もユーゴスラピアを除く 24のOECD加盟環の中

でノルウェイと並んで2栓であり 1般のアイ

スランドをO.7ポイント Lか下っていなかっ

た。

しかも， 1960，---87年の期閉そ通して見れば¥

日本の;需要聖水準の平均年間上昇率は5.579援にも

のぼった。ユーゴスラピアを徐く 24のOECD揺

にやでは日本は 1伎であり 2位のポルト

ガル (3.839杉)を大きく引き離し

従って，どの尺疫をとっても，戦後〈特に高

度成長率)における日本の調費水準の改善は自

覚ましいものであった。 1960年の時点では

の消費水準は米軍の 4分の 1強に過ぎず，ほと

んどの先進国の水準を下回っていたが，先進国

のやで最も高い伸びを晃せた結果わずか27年間

で米震の水準の 6割強に達し トップ・テン入

りも果たせた。今でも日本と米調，カナダな

も豊かな先進璽の消費水準の簡にかなりのぶャ

ップがあり(日米格護は依然として 4若手j近い)，

日本がζれらの罷々に究全に追い付くのは大分

先のととであるが，それにしてもスタート蒋点

のギャップの大きさを考議すれば、日本の追いよ

げぶりは繋くべきものであった。

4.消費構造の関際比較

前節では蹟諜比較の観点から日本の泊費水準

について検討したが，本舗で、は閉じ畿点から日

本の摺費構造について検討する ζ とにしたい。

(1) 1987年C消費構濯の辻較

表-4比 OECD担盟国に関して1987年の時

点における民間最終消費支出の構成を示したも

のであるが， ζの表から分かるように， 日本は

1987生存にはもうすでに議か念国の消費構造を示
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していた。盤かな国であればあるほど必需品の

点める襲合が低く念るはずであるが， 1987年の

日本もおおむねそうであった。例えば:

数料・煙草の畏関最終消費支出に高める

(エンゲル係数)は21.0%に通ぎなかった。そ

れでも最も抵い{直を示している米国の水準の

1.5告以上であったが，データが得られるおの

OECD加盟国の中では 7番目に低く，最も高い

しているアイルランドの水準の半分に過

ぎなかった。

しかも，衣鰻・臓物の曾i合も低く， 6.29援に

とど1まっていた。 ζの{農は，最も低い{誼を示し

ているスイスの水準の約1.3倍であったもの

の， 23のOECD主主霊童の中ではら番号吾に母く，

最も高いi薩を示しているアイスランドの水準の

6割に過ぎなかった。また米留の水準も若手

っていた0

3つ自の必需品である家賃・水道・光熱の叡

合は18.8%であった。との備は，最も高い纏を

示しているデンマークの水換の 7欝にとどまっ

表-4 民間最終消費支出の構成の霊祭比較(1987若手)

レクリエー
食~~ ..飲- 家具 a 書記 シぉン・娯.-その伎の

関名 料・燦華客 l 衣怒・夜警告 うも持率 重量器呉・ 隊機・保一健;交通・通告雪 3後・専攻守警・ 量幸 俊

君主計雑草を 文化ザーどス;;サービス

オーストラワア 21. 9 6. 7 20.3 7. 5 7. 0 13. 5 なo 14.2 

;tーストサア 21. 9 10刷 3 18. 8 6. 9 5. 0 15‘ 6.0 16.2 

ベルギー 23.3 6. 6 17. 1 12.8 9. 7 12.2 4. 9 13“5 

カナダ 17.1 ふ 21.5 立6 4. 2 15. 5 10. 9 15. 0 

デンワ…タ 22.6 5.8 26.6 6. 6 1. 8 16.7 9.6 10. 4 

フィシランド 25.2 5都 2 17.7 7.4 3.7 18.1 10.3 12.4 

フランス 19.9 7‘o 18.8 8.2 8.喜 16. 7 7.2 13. 3 

西ドイツ 22.6 8. 9 21. 0 9. 3 3.3 16. 1 10. 0 8. 7 

キ、 1)シャ 38.1 9‘o 11. 3 8. 2 3. 9 12.告 6.5 10.0 

アイスランド 22.7 10.4 14.1 11.1 1.5 18.7 8:513.0  

アイルランド 41.8 7.4 11. 6 6.6 2. 7 12. 1 9.7 8. 0 

イタリア 23.5 9.8 14.8 8.5 5.告 12. 6 8.3 16. 7 

日本 21.0 6. 2 18. 8 5‘6 1な8 9. 5 10，2 18.0 

jレクセンブルグ2 I 22.5 6. 7 20. 1 9. 3 ゑ9 16.8 3.6 14. 1 

オランダ 18.7 7.5 18.5 7.9 12.6 11.5 9.6 13繍 g

ニュージーランド 1 1 17.8 6虐 5 18. 8 8.2 5.5 17虐 2 8.9 17.2 

ノJレウェイ 25. 7 7. 4 17. 8 8. 2 3. 9 .1 16. 2 8. 8 11. 9 

;j't;レトガル1，2 37. 1 10. 3 I 5. 0 8. 6 4. 5 15. 4 5. 7 13. 4 

スペイン 2ι7.4  14.3 7. '1 3.6 14.8 6.6 20.2 

スウェーデン 23.0 7. 6 25. 8 6.8 2.6 17. 7 10. 2 6.3 

スイス 28. 7 4. 8 19.3 5.3 9. 7 11. 4 10. 2 10.6 

トルコ 一 一
イギ 1)ス1，2 18.9 7‘2 20. 3 6.8 L 3 16.3 9. 7 1哲.5

米関 13.4 6.5 19.6 5.8 14.8 14.9 9.6 15.5 

よL…:fスラどア ー

備考〉各耳糞緩め災障害最終消費支出に占める努j合が示されている会主幹伎はパーセント。

名13グ)}繁華手ベースのデータによる数学である@但し.才一スト予リアの数字i立言語年の?月 I日から翌年の 6Jき308まc:の期間l三隠す
る数字て'あり，ニュージーラン?の数年i主主語キグ)4J号1自から翌翌年の3月318まて・の英語問に関する数字である。
L対家計民間紫営事UI'll俸を除〈。
2.19864'の俄を去をす。
r_

j 不明。
出所 Organisationfor Economic Cooperation and Development， De手ぽなnentof Economics and Statistics， Na助 問lAcco開 ts.Volume 

II:ル似たdTabl，諮~ 1975.1987(198呈editi∞)(Paris: OECD， 19時。

;
1
1
3
2
i
l
 

i叶

1
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ており，米匿の水準も若干下回っていた。しか

し念がら，最も低い程を示しているボルトガノレ

の水準の3.8畿にものぼり， 23のOECD加盟国

の平均値にほぼ等しかった。つまり，日本にお

ける家賓・水道・光熱の議会は他の必需品段ど

ではないが比較的能かったぺ

豊かな閣であればある段ど必謂品の審j合が低

くなるだけではなく，藤沢品{馨修晶)の割合

くなるはずである。 1987年の臼本における

菅沢品の欝合を見てみると，鰹療・保健，レク

ヲヱーシ滋ン・誤楽・教育・文化サービス，そ

の他の欝貨・サ…ピスの割合はそれぞれ10.8

96， 10.296， 18.096にものぼり，いずれもおの

OECD加盟国の中では3位であった{患いレ

クヲエーシ設ン・誤楽・教育・文化サーピスの

場合は他方カ醤とタイであった〉。しかも，

-課鰻の割合は 1 誌の米関の水準の73~ぢに過

ぎなかったものの，後の 2議昌の割合は米部の

水準を若干上関っていた。さらに，医療・保健

の著書j合は最下位のイギ歩スの水準の8.3搭， レ

クリエーシ双シ・誤楽・教育 e文化サービスは

最下位のJレクセンブルグの水準の2.8倍，その

他の雷貿ーサービスは最下栓のスウょ巴ーデンの

水準の2.9梧にものほ、っていた。鑑療・傑健の

審j合のばらつきが最も大きかったが，とれは塁

療・保撞サーピスの消費量の違いよりは各国の

誌療制度，臨療保換機j度の濃いを反映している

ものであると考えられる。

次に，家具・家鷺器具・家計議議ゑ交通・通

f言の鶏舎について見てみるとラ 1987年のお本に

伝ける ζれらの割合は比較的抵く，それぞれ

5.6錫， 9前日%にとどまっていた。読者は米国の

水準とほぼ等しかったものの， 23のOECD加盟

関の中では 2番目に偉く 1位のベルギーの水

準の4496に過ぎなかった。また，後者は23の

OECD加盟冨の中では最下往であり，米閣の水

準の6496， 1位のアイスランドの水準の5196に

とどまっていた。家具・家羅器具・家計雑費の

芸評j合がtまい翠密としては大都市における住居の

霊長さが考えられる。一方，交通・議惜の害j合の

抵さは主に乗黒幕の保有理解の蛋さによるもので

あり，乗用率の探有喜容の低さは主に道路・駐車

事情の悪札ガソ pン締格の識さによるもので

あると考えられる O

本宣言の結果令襲約するとき 白木は1987年まで

にはもうすでに重量かな悶の消費構造を示してい

たが，米冨など最も援かな冨には完全に遠いfす

いておらず，家賃・水道・光熱，家具・家庭器

・家計雑饗，交通・通信の分野では轄に遅れ

、ていた。

(2) ヱンゲル係数の比較

次に食品・飲料・煙車の民間最襲消費支出に

占める割合(エンゲノレ係数)についてより詳し

く検討することにしたい。謙一5はOECD加盟

盟に関してエンゲノレ係数の水準と変北を示した

ものであるが，との表から分かるように， 日本

のエシゲル係、数の変化は自覚ましいものであっ

た。 1960年には百本のエンゲ、ノレ係数段44.096に

ものぼったが， 1975年までには28.496に議少

し， 1987年までにはさらに21.096に減少した。

つまり，わずか27年で半続したのである。

しかも，米関と比較しても，日本のエンゲル

係数は1960-75年の関に大幅な改善を克也米

鴎の水準の2.1倍から1.6笹まで減少した。しか

しながら， 白米格設は1975年以来それ以上縮小

しておらず， 1987年の持点、でも日本のエンゲル

係数は米彊の水準の1.6傍であった。 1975-87

年の期聞においても日本のエンゲル係数の蹴少

輔t玄米撞よりもはるかに大きかったが，エンゲ

ル係数自体も米関より大きかったため，減少率

は米国とほぼ‘同じとなり， 日米格悲が縮小しな

かったのである。

また， 1-也のOECD加盟閣と比較すると，日本

のエンゲノレ係数は全額簡を通して悶覚ましい改

善を示した。 1960年には日本のょにシゲノレ係数は

タが得られるおカ盟中 2番屈に高く (19番

闘に低く)，スペインだけを下田っていた。と

ころが， 1975年にはデータが得られる22カ圏中

13番毘K低い{肢を示して$"り， 1987年にはデー

タが得られる23カ国中 7番邑に器い値を示して

いた。

さらに臼本のエンゲル{系数の変化のスピー

ドも他のOECD加盟国と比較して顕著であっ

た。関えば， 1960-75年の日本のエンゲノレ保数

の平均年間下がり幅はI‘03ポイントにものぼっ
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た。データが得られる19のOECD加盟霞の中で

は日本は 1位であり 2控の悶ドイツを0.28ポ

イントも上陸っていた。また， 1975-前年の日

たが，それでもデ…タが得られる詑のOECD主u
3位であり，イタリア (0.85ポイ

ント)とスペイン (0.76>r'イント)だけが日

ンゲ、ノレ{系数の平均年間下がり舗はO.62ポ

イントであり， 1960-75年よりもかなり{まかっ

を上聞っていた。しかも， 1960-87.年の期間告と

通して見れば B本のエンゲル係数の平均年間

表… 5 エンゲル係数の隠際比較

震3名

1960年 1975年

才一ストラワア 24.4 (6) 21. 9 (8) 

オーストリア 34.1 (12) 26.3 (8) 21. 9 (8) 

ベルギー 27.5 (5) 27.5 (12) 23.3 (15) 

カナダ 23.0 (2) 21‘合 (2) 17.1 (2) 

デン?…タ 23.4 (3) 26.8' (10) 22.6' (11) 

フィンランド 36.1 (13) 29.2' (14) 25.2' (17) 

フランス 31. 7 (11) 23.5' (4) 1事.9' (6) 

至宝1"1ツ 37.号(15) 26.7' 。} 22.6' (11) 

ギリシャ 41. 6 (17) 40.6 (20) 38.1 (22) 

アイスランド 29.2 (14) 22.7 (13) 

アイルラン γ 36.2 (14) 46.8 (22) 41.8' (23) 

イタワア 39.宮(16) 33.7' (18) 23.5' (16) 

82ド 44.0 (玲} 28.4' (13) 21.0' (7) 

ルクセンブルグ 30.4 (8) 25.4 (7) 22.5' (10) 

オランダ 31. 0 (10) 22.1 (3) 18.7 (4) 

エュージーランド 17.8' (3) 

ノルウェイ 30.6 (9) 30.5 (16) 25.7 (18) 

;f，)レト iIllv 41. 0' ，2 (21) 37. P ，3 (21) 

スペイン 45.5 (2告} 35.2 (19) 26.1 (19) 

スウェーう'f'ン 28.1 (草} 27.1' (11) 23.0' (14) 

ス4ス 25.4 (4) 30.6 (17) 28.7 (20) 

トfレコ

イギリス 28.4 (7) 24.1' (5) 18.号'，3 (5) 

米図 21. 3 (1) 17.8 (1) 13.4 (1) 

ユーこプスラどア 43.4 (18) 

備考〉ニLンゲル係数は食品・鉄事ト・ 高める翻舎である。

エンゲル係数の平均年務変化

{パーセンデージ・ポイント)

19総 -75年 I 1975-初年 1960-87年

-0.21 (20) 

-0.52 (6) -0.37 (9) -0“45 (6) 

+0.00 (16) …仏 36 (11) ーな 16 (15) 

-0.13 (12) -0.33 (16) -0.22 (12) 

や0.23(17) O. 35 (12) -0.03 (17) 

-0.46 (7) O. 34 (13) 0.41 (8) 

-0.55 (5) -0.2き (17) -0町 43 (7) 

-0.75 (2) -0.34 (13) …0.57 (4) 

-0.07 (13) ーな 20 (21) -0.13 (16) 

一仏 54 (4) 

十0.71(19) -0.455 (6) 十念 22'(19) 

…念 41 (8) 0.85 (1) -0.61 (3) 

-1.告3 (l) -0.62 (3) 0.85 (1) 

-0.33 (9) 0.265 (1号) -0.30' (10) 

立59 (4) -0.29 (17) -0.46 (5) 

0.00 (15) -0.40 (8) ーな 18 (14) 

-0.434 (7) 

ーな草寺 (3) 0.76 (2) 0.72 (2) 

0.07 (13) -0.34 凶 l-01宮 G

+0.34 (18) -O. 16 (22) I + O. 12 (18) 

一0.2宮(10) …0.475 紛

! 
号澱 θ 

-0.23 (11) -0.37 (9) I -0.2吉 (11)

名eの幾年ベースのデータiこよ 。{呈ふオーストラリアの数字泣き語草容の 7Ji1日から翌年の 6J守30日までの燦潤に努す

る数字て"あり. ニュージをー示すラン 4Ji1日から5翌年グヲ 3月318ま るe

カッコ内め数字は綴位 。但 ぷンゲル係、数iこ関しては，後も悠い エンゲル係数(l)3jZ均等様変化

に闘しでは，でが号絡め最も大きいものから数えた場舎の順位てaある e

l 対家計2宅建還要事食事IJ~体を除く。
2. 1977年次悠を2去十。
3. 1986与の績を示す。

ふ 1977-86年のf直を釈す硲

ふ 1き75-86年のイ直告示すe

ふ 196自 -86年のf直を~す夜
r -J 

出所〉 Organi紬 tionfor Eco沼田nicCooperation and D軒 elopment，Dep紅往nentof Economi時 間dStatisti岱，
地 ti，フ拙1AccOt僻 tsofOECDC，抑刷物'， 1ゑ58-1;合67(par詰:OECD、196鈴。
1975年， 1987与の数字に践しては， Or悲観lisationfor Economic Coo手配給onandDevelopment， Iぬparむnentof Economics翻 4
Stati坑ics，National Acc印叫ts，Vol間関 ll:おtailedTables， 1975-l!;怒7(198号edition)(Paris: OECD， 1告書的。{旦し， スペイング)}975与の

データ;こ隠しては， I湾資料のl吉86年号室会
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り幅は0.85ポイントであり，データが得ら

れる19のO芯CD加盟匡のゅでは 1位であった。

(2{立のスペインは0.72ポイントであった0)

要約すると， 1960年の時点では日本のエンゲ

ル係数は44.09杉にものぼり， 日本の潜費構造は

しいE自のパターンを示していた。と ζ ろが，

日本のヱンゲノレ悌数はその後急速に低下し，そ

の低下は高麗成長期にままいて特に顕著であっ

た。そして，その結果日本のエシゲノレ探数はわ

ずか27年で半減し， 21:0%まで下がった。それ

でも米国など最も蟻かな罷には追い付かなかっ

たが，先進醸の中でも上位を占めるようになっ

た。

表-6 エンゲル係数の決定要因

習を 数 l 後漁ノj、常2乗法の
主立 重
長刻、2策法

1960年

常数耳質 50.296 52.108 

(18.77号〉 (30.595) 

1人返り実質民間後終消蓄電支出 …0.00681 ーな00667

(1980王手基準のうIe悶ドル} (-7.039) (-12.930) 

R' 0.7445 0.9077 

標本数 1き 19 
......ーー.......・h開骨骨犠・'....司，..司，.....・=・・...軍..守司'.喝事恥..覗..町........・・z・....ー・・￥E・・....相場 "‘“.，酢..・...司，..ー...ーー...伺骨骨，

1975年

営委女王箆 52.075 45.884 

(11.647) (16.674) 

1人当り実霊童民間後終j肖資支出 一号.00535 一日。告0418

(1980年基準のう経爵ドル) ( -5，2きn (-7.849) 

R' 0.5833 。.7549
援本費支 22 22 
-・z・・......耳...事・..'・4恥捗・4ヰ姐且・.且且...・4・..，‘・..輸.，恥4陶..梅執帯格嘗 6・‘，......'司・..，・司....・・・‘+・・.....，・4島知島司9・4・犠・..司..・ー・量.. ・‘..官

1987年

常費t耳東 43.513 37.358 

(10.455) (18.824) 

l人当り実質民間後務消費支出 -0.00357 -0.00274 

はき80王手義織の米関ドル〉 (-4.813) 一立 344)

R' 0.5245 なき告61

標本数 23 23 

f高考)被ま足時持軍主量生i立エンゲfレ係数である。』事会主iまパーセント。
カソコ内の数字iれイ還をを示す。
会話重量最小2乗淡の主義舎はウェー卜としてき詰年の 7}号 1自宅晃絞め
まま人口の平方根を潟いたe

1:f:l?;9)エン-:!バ係数については表-5
1人当号爽号室災関最終消費支とちについては表-3著書熊。

総人口のデータはor冨am縄問'nfor Economic Cooperation 
and Development，工海partmentof Economi岱 andStatistics， 
Natio糊 IAcco開 ts.Vol問 問 I:MainAgg喝罪af<ぉ;1決:;0.1987
(l事89，edition)便aris:OEにひ，1989)，表1，pp.150.151，から取
った。

(3i エンゲル係数お決定要因

次にエンゲノレ係数の決定要割について検訴

し， 日本のエンゲル係数の議壊な抵下の説明を

試みる。

エンゲノレ係数は主に新得(消費)水準に依存

していると考えられるので，購買力平価で米麗

ドノレに換算した場合の 1人当り笑紫民間最鞍熊

費支出を説明変数として導入し，思嬉分析を行

なった。データとしては， OECD加盟罷

る嶺断苦言のデータを用い， 1960年， 1975杭 1987

年に関して誰定を行なった。推定方法として

は，通常の最小2乗法と加重最小会乗法を採用

した。後者は不等分数性を避けるために探取

し，ウェートとして総人ロの平方根をfflいた。

推定結果は表-6に示されているが， との表

から分かるように非常に単純な替定牝を用い

たのにもかかわらず，議合度は極めて高い(加

2乗法の場合は貯は0.75--0.91にものぼ

る)。しかも 1人当り実葉氏関最終消費支出

の係数は予想通り負であり，有意度も高い。係

数の絶対備は時間の経過とともに誠少している

ようであり， 1960年には -0.007，197長年に

は 0.004か-0.00払 1987年には一0.003か

-0.004であった。つまり， 1980年基準の米関

わしで評価した場舎の 1人当り実費民禽最斡消

饗支出が100ドル上昇するごとにエンゲノレ捧数

が0.3ポイントからO.7ポイント誠少するわけで

ある。

1960--87年の需に関本のエンゲル強数は斜面 O

鮮から21.O%iで23$イント減少し 1人当り

実翼民構最襲消費支出は1290ドノレから5572ドル

まで4282ドル上昇したが，指定結果によれば後

者によって前者をほぼ説明する ζ とができる。

つまり， 日本のf持費鱗造の顕著な変fとは主に新

(務費)水準の議、選念上昇によるものであ

る。

5. 家計貯蓄率の酷堅実比較

では稽費の分析を行なってきたが，本節

では泊費の裏蘭そある貯蓄に闘を向ける。

7はOECD加盟国の家計許議室率を示したもので
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あるが， ζ の表から分かるように，データ

られる15のOECD揺欝題の中では日

79年， 1980--84年， 1985--87生手の平喝を晃ても

尽本の家計許蓄率は群を装いて高かった。

蓄率が群を抜いて議く， 1975--針金手の平地は

18. 5銘であった。との嬢は 3控のペノレヰf…の1.2

話， 111立の米震の2.2議，最下設のスウぷーデ

ンの謹の8.0穫にものぼった。しかも， 1975--

だ抗日本の家計貯蓄率は本当にこれらの数

している段ど他のOECD都豊富に比べて

あろうか。本稿のすべてのデータは

OECDが詩年千三行している NationalAccounts 

国 名

オーストラリア1

オーストワア

ベルギー

カナダ

デンマーク

フィンランド

フランス

西ドイツ2

ギリシャ

アイスランド

アイ Jレランド

イタリア

B本

)~クセンブJレグ

オランダ2

ニュージーランド

ノjレウェイ

ボルトヌゲ)~

スペイン

スウェーデン

スイス

トJレコ

イギワス1

米I!l

ユーゴスラピア

笈 7

1975-7草学

11. 6 (7) 

10.2 (釣

16.8 (2) 

12.5 (6) 

4.5 (13) 

13.8 (3) 

13.0 {5) 

2L.4 (1) 

13.2 (4) 

5.6 (12) 

4.0(14) 

11. 3 (8) 

7.7(11) 

9.3(10) 

8.4 (10) 

9.1 (8) 

15.1 (3) 

15.4 (2) 

5.1 (13) 

11. 5 (7) 

12.2 (5) 

17.1 (1) 

13.6 (4) 

4.2 (14) 

8.3 (11) 

2.5 (15) 

11. 8 (6) 

8.2 (12) 

8.6 (9) 

7.3 (10) 

10.6 (7) 

12“1 (4) 

11. 6 (6) 

2.6 (13) 

9.63 (8) 

12.0 (5) 

15.8 (1) 

13.5 (3) 

…4.3 (15) 

8.45 (事}

ーなき(14)

13.8 (2) 

5.35(12) 

6..1 (11) 

お75-87年

9.4 (9) 

9.8 (8) 

15.1 (2) 

13.4 (3) 

4.3 (13) 

12“34 (6) 

12.5 (5) 

18.5 (1) 

13.4 (3) 

2.8 (14) 

8.46(10) 

2.3 (15) 

12.0 (7) 

7.57(12) 

8.3 (11) 

告書考)，まま十宅民間非法人企業，対家計畏隠非営事IJBj体の貯蓄率を示す。分子Jま各主体の純貯蓄の合計であ可，分若手は~
詩主体の終貯蓄と最終消費支出の合計である E

議伎はパーセント s

~i3の容年ベースのデータによる数字である o mL，オーストラザアの数字はさ量年の7月l思から翌翌年の6月初日ま

での鎖明に際する数字であ仏ニュージーランドの数字は当年の4月1自から翌年の3月31百までの潮閣に目唱する数

字である。

pウッコ内(J)数学;立願位を示す。

1.対君主計民間非営事UE主体を除<01呈し，才一ストラワアでは対家計民間非営手IJ図体め最終消費支出の一部が君主計
部門め音量終消費支出に含まれていλe

2.民間券法人企業を擦に

3.1985年の値を示す白

4.1975-85年の平均を耳元す。

5.1985-86年の平均を示す。

6.1980-前年の平均を示す。

7.1975-86年の平均を示すの
r_J不明。

刷所)Organisation for Economic Cooperation and Development， Department of EconomICs and Statistics， National 
Accounts， Volurne II: Detailed Tabl，田;1975ι1987 (1989 edition) (Paris: OECD，訪問。慢し，フランスに隠しては，

間資料の1987年版。
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2巻)から取ったが，との資料のデータ

比各富が発表している盟畏所得統計に基づい

たものでは念く， OECDがおの刻盟国の担当

省庁を対象に犠年行念っているアンケート調査

に基づいている。そして， との謂査ではi

の新SメA (System of National Accounts)又

はi詩S災Aに基づいたデータが収集されている

ので，各冨のデ…タは比較可能であるはずであ

る。

しかしながら，各冨のデータは完全に整合的

ではない。一つには，ほとんどの怒護国

SNAを採，増しているが，ベルギー，ぞ芦シ

ャ，スイスラユーゴスラピアなど今でも|司SNA

を採用している臨もある。玄た，いくつかの

国では，最近新SNAに切り替えたため最近の

年に関しでしか薪SNAのデ…タが得られ念い

{鶴えばラボルトガノレの場合は1977年以緯のデ

タしか得られない)。新SNAと|日SNAの鶏に

は数多ぐの額還がありラ異なったSNAに基づ

いた数字を比較する際は注意が必惑である。

また，データが不足しているため各塁の数字

が発傘?と新SNA(又は悶SNA)の概念と

していないととがしばしばある。とのよう

いはNationalAccountsの註釈に指摘されてい

るが，註釈の数から判断する譲り概;念上の棺違

は非常に多い。

初jえば，新SNAでは閤走資本誠耗〈議嫡繍

去白書と再取得(再調達〉儲格(時価)で評鱒す

るととになっているが， 尽本では取得時締格

(簿価〉で野鋸されている。資本財制格が安定

している時は，どちらの推定方法を用いても結

果はそれほど変わらないが、資本密儀絡がよ昇

している時に臨走資本減耗を取得時恒絡で剤師

ると多得取得価格で評揺した場合に比ベラ

小評摘に念ってしiう。そして，純貯蓄は総貯蓄

から固定資本減耗を控しヲ!くととによって推定

されるので，酪走資本誠耗がi最小野{還されてい

れば鵜貯蓄は通大口宅速されてしまう。 Hayashi

(1986)の推定によれば〉とれによって日本の

もf也の貯蓄率もかなり過大評慨され

てしまい，留意資本減耗を再取得1蹄格で評価す

ると家計貯議率は多い時には 2，3ポイントも

抵くなる。従って B本と他のOECD:tJo盟国と

の需の貯蓄室率の格差はき受…?が示している捻ど

大きくはさ主い。

日本以外のO主CD加盟国における顕定資本棋

耗のデータに関して見ると，カナダでは住宅，

豊業，政府資本に対する盟定資本減耗は再取得

flffi格で制備されているものの，それ以外の策本

に対する器定資本減耗は取得時価格で評価され

ている O まえと， プランス (1986年以鴻)， ポノレ

トガルで甘粗許議警の部門別内訳は得られるが，

罷走資本減耗の部門iJ!J内訳は得られず，従って

各部門の純貯蓄は推定できない。

また，オーストラ Pア，イギ芦ス

民間滞営粍盟体の消費・貯蓄に関するデータが

られず，西ドイツ，オラン

企業(個人企業)の貯蓄に関するデ…タが得ら

れない。従って， ζれらの調では対家計畏間非

営手I1団体，民間非法人企業を含む家計部門の貯

蓄率は推定できない。

さらに 9のOECD加盟国では，

るデータさえも得られず，とれらの臨でも

もちろん家計貯議室率は推定できない。これらの

菌にはギヲシャ，イタ Pア)レクセンプルグな

している臨も含まれており，

ζれらの題に寵するデータが得られたとしたら

日本の順位が下がる可能性が高い。(ギリシ

ャ，イタリア)l，，-クセンブノレクeの民隣貯蓄率は

推定できるが，多くの年に$いてはとれらの冨

日本のそれを上翻っているJ
括って，データの整合性，欠如の問題は大き

い。しかも，新SNA(1日SNA)体系住体にも

る (Blades(1983)， B!ades設ndSturm 

(1982)， 日本鍛行麗査統計爵 (1988) 参窯)0

f91Jえば，どちらの体系においても乗用車，家

具，家賠摺電化製品などのような甜久消費閣の

扱い方は経済理論とは合致していない。すなわ

樹久消費需の購入は消費に計上されている

が，毅久消費尉は文字通り酎久性のある震ぎであ

り， ζれらの財の購入は清費ではなく，貯蓄に

計上されるべきなのである九滞費に計上され

るべきものは揺久消費財の購入ではなしとれ

らの財から得られるサ…ピス・フロ

なのである。

Hayashi (1986)の選定によれば，樹久講費
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訟をとのように援うと，日本の家計幹蓄率はほ 6. 

とんど変化しないのに対し，米閣のそれは多い

時には 2，3ポイント高く念る。従って，樹久

泊費財を正しく綾うととによって家計貯議率の

日米格差はかなり縮小するo

従って，デ…タの整合幾多欠部の問題， SNA

体系自体の問題点を考躍すると，日本の家計貯

蓄率は他のOECD龍盟国に比べ，義一7が示し

ているほど高くはない。しかしながら，とれら

の間離すべてを解決できたとしても， 日本の

家計貯蓄率は平均よりも高い謹を示すであろ

うぺ
そして，家計貯蓄率が高ければ，消費水準は

その分だけiまくなる。つまり，日本人の家計貯

蓄率がもっと怒かったら彼らはもっと

水準を享受できたはずであるO しかしながら，

人々は務費だけではなく，貯蓄からも効用を得

る。なぜならば，貯蓄は将来消費のための財源

であり，病気，事故など、不時の災饗への構えで

もあるからである O 従って，人々が自発的に貯

蓄を行なっている限り，貯蓄室率が高いからとい

って人々の効用が低くなるとは程らない。

本稿の分析によって以下のととが分かった。

日本の謂費者は高震設長の，際躍を受けるととが

その成長のおかげで設らの消機水準も携

費構造も急速に改善した。しかも，第 1次石油

危機以降の安定或長期においても改善は綾速し

ながらも続いた。そして，その結果， 日本はわ

ずか数十年で、先議閣の仲間入りを果たせただけ

ではなく，先潜題の上位までのし上がった。し

かし念がら，日本は今でも米固など最も豊かな

先進霞には完全に追い付いていない。摺費水準

の格競は依然として大きく，務費措造に関しで

も護れている。

また，本稿では，恕嬰盟に関するOECDのデ

タを買いつつ，国標比較の観点から分析を行

なったが，とれによって各匿の数字の共通の通

貨単位への換算，買手議率の概念上の違い念

擦比較に伴う問題点が明らかになった。しかし

ながら，とれらの問題点にもかかわらず，

比較を行なうととに充分意義があると態われ

るG そして，本稽でその意義が少しでも法わっ

ていればき接いである O
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〔注釈〕

* 本稿について溝口敏符教授から有援なコメントをど

演いた。心から感謝さと表したい。

1) 1988年には田高傾向がさらに進み，向の為替レー

トの年間王子均紋 1ドノレ=128何でるった。その結

系，為替レートぐ米屋ドんに換算した場合のB本

の1人当担GDPはさらにノルウェイとデンマー

クを抜き 3位担こ浮上したが，それでもスイスと

アイスランドには遠い付いておらずF 依然として

世界…には念っていなかった。しかも， 1989年に

は悶高傾向が息苦ど切らし，間が若干{震を下げたc

従って， 198翌年の廷本の順位は低くなる見込みで

ある。

2) 購買力王子郁については野沼(1990)も参照された

レ、0

3) 厳密にを蓄えば， GDPの購買力平備ではなく，最

終消祭支出の鱗E電力平僚を用いるべきであるが，
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